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Ⅰ．はじめに

京都大学では、経済的理由などにより入学料や授業料を納入することが困難な学生に対し

て、入学料や授業料の全額または半額を免除および徴収猶予する制度を設けています。

免除者の選考は、一定の学業基準を満たしている学生について、予算の範囲内で、家庭の経

済状況等により困窮度の高い人から、全額免除、半額免除、不許可の順に行います。

なお、免除申請にあたっては、経済状況等を正確に把握するために、様々な証明書等の提

出が必要です。必要書類が揃わない場合は選考の対象となりません。 

免除申請をする場合は、この「しおり」をよく読んで必要書類を整え、必ず手続期間内に

不備・不足書類等のないよう申請してください。

【学部生のみ】

◯日本人学部学生に対する入学料・授業料免除は、高等教育の修学支援新制度と呼ばれる日本学生支援機構

が行っている給付奨学金制度（以下、新制度という）によって行います。同制度は、給付奨学金と

授業料等減免がセットになっており、日本人学部学生は原則新制度に申請する必要があります。

本学独自制度は、新制度の申請資格を満たさない学生や、新制度において、１／３免除、２／３免除と

なった学生に対して、半額免除・全額免除となるよう差額を補填するためのものです。

新制度の申請資格を満たすにも関わらず、本学独自制度に対してのみ申請することは認められません。

新制度で第Ⅰ区分または多子世帯の支援が決定している期間は、新制度により授業料等が全額免除となる

ので、本学独自制度へ申請する必要はありません。

また、本しおりの内容は、全て本学独自の授業料免除制度に関する記載です。新制度に関する手続等に

ついては、「2026年度入学料免除・授業料免除出願のしおり【高等教育の修学支援制度】」をご確認

ください。

【共通】

○免除申請の日程等については、掲示及び大学ホームページに掲載していますので、事前に確認の上、必ず

手続期間内に、不備・不足書類のないよう申請を行ってください。

○手続期限を過ぎた申請は一切認めません。

○不備等があった場合は、学生用メール（KUMOI）に連絡します。音信不通や指定期日までに書類を提出

しない場合は不許可になります。必ず連絡がとれる状態にしておいてください。

なお、携帯電話番号等に変更があった場合は、速やかに申し出てください。

○出願書類に事実と異なる記載をした場合や、実際にあった収入を申告していないことが判明した場合は、

許可された免除を取り消すことがあります。
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Ⅱ．出願資格

入学料徴収猶予

区 分 出願資格

①経済
経済的理由によって入学料の納入が困難であり（P.3参照）、

かつ、学業優秀と認められる者（P.2参照）

②学資負担者死亡

入学前１年以内において、出願者の学資を主として負担す

る者（以下「学資負担者」という）が死亡し、入学料の納入

が著しく困難であると認められる者

※家計基準は、P.3参照

③風水害等
入学前１年以内において、出願者もしくは学資負担者が風水

害等の災害を受け、入学料の納入が著しく困難であると認め

られる者（り災証明書のある方）

区 分 出願資格

①経済

経済的理由によって入学料の納入が困難であり（P.3参照）、

かつ、学業優秀と認められる者（P.2参照）

②学資負担者死亡

入学前１年以内において、学資負担者が死亡し、入学料の納

入が著しく困難であると認められる者

※家計基準は、P.3参照

③風水害等
入学前１年以内において、出願者もしくは学資負担者が風水

害等の災害を受け、入学料の納入が著しく困難であると認め

られる者（り災証明書のある方）

１．入学料免除・入学料徴収猶予

学部及び大学院に入学する者（国費外国人留学生・外国政府派遣留学生・研究生・聴講生・科

目等履修生等を除く。）で、入学料を納入しておらず、次のいずれかに該当する者が対象です。

入学料免除 ※学部生は対象外です。大学院生のみ対象です。

年   次 学 業 基 準

学部・大学院 １ 年 次 入学試験の合格

【注意】入学後の出願時に懲戒処分を受けた者及び処分中である者は出願資格がありません。また、免除

決定後でも懲戒処分を受けた場合は当該期の免除を取り消します。

（１）学業優秀

「学業優秀」は、次の基準によるものです。
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（２）経済的理由（家計基準） 

 

入学料免除及び入学料徴収猶予の収入限度額について 
 

「経済的理由」として、免除選考の対象となる収入・所得限度額は、所得の種類、世帯の構
成及び本人の通学形態等により一概には言えませんが、下記の収入・所得限度額を目安として
ください。 
※特別の事情がある場合（長期療養者・障害のある者がいる世帯等）については、収入・所得

限度額が緩和されることがあります。 
   ※選考の対象となった者の中から、予算の範囲内で免除者が選ばれることになりますので、収

入・所得限度額以内の者でも半額免除や不許可となることがあります。 
※例年、入学料免除及び徴収猶予出願者の中には、世帯の収入が収入・所得限度額を超えてい

ることにより、免除選考対象外となる者が少なくないため、上記に十分留意のうえ、出願し
てください。 

 
※前期は 2026 年 4 月～2027 年 3 月／後期は 2026 年 10 月～2027 年 9 月の年間収入見込みを 
審査します。 

 

☆ 収入・所得限度額の目安表  

 

 

(注３)    

 
給与収入限度額(注１) 

 
事業所得限度額(注２) 

自宅通学 自宅外通学 自宅通学 自宅外通学 

学  部 

１人世帯 ３６７万円  １９５万円  

２人世帯 ５０８万円 ＊ ２９４万円 ＊ 

３人世帯 ５６５万円 ６２８万円 ３３４万円 ３７８万円 

４人世帯 ６４５万円 ６９２万円 ３９０万円 ４３４万円 

５人世帯 ６９０万円 ７３４万円 ４３２万円 ４７６万円 

修  士 
専  門 

１人世帯 ３８８万円  ２１０万円  

２人世帯 ５４２万円 ＊ ３１８万円 ＊ 

３人世帯 ６０５万円 ６６４万円 ３６２万円 ４０６万円 

４人世帯 ６７８万円 ７２２万円 ４２０万円 ４６４万円 

５人世帯 ７２３万円 ７６７万円 ４６５万円 ５０９万円 

博  士 

１人世帯 ４９１万円  ２８２万円  

２人世帯 ６９０万円 ＊ ４３２万円 ＊ 

３人世帯 ７５３万円 ７９７万円 ４９５万円 ５３９万円 

４人世帯 ８２１万円 ８６５万円 ５６３万円 ６０７万円 

５人世帯 ８７８万円 ９２２万円 ６２０万円 ６６４万円 

  

注 １．給与収入限度額とは、源泉徴収票の支払金額欄、所得証明書の給与収入額欄であり、給与所得控除前の金額で

す。 

  ２．事業所得限度額とは、確定申告書等でいう、売上（収入）金額から必要経費を差し引いた税込営業利益等の金

額です。 

  ３．［例］ １人世帯･･･独立生計が認められた者で【出願者（自宅通学）】 

２人世帯･･･独立生計が認められた夫婦の世帯で【出願者（自宅通学）、配偶者】 

３人世帯･･･父(主たる家計負担者)・母(専業主婦)・出願者 

４人世帯･･･父(主たる家計負担者)・母(専業主婦)・出願者・公立高校生（自宅通学） 

５人世帯･･･父(主たる家計負担者)・母(専業主婦)・出願者・公立高校生（自宅通学）、中学生 
          ＊２人世帯の場合は、家族構成により目安額が異なるため、空欄になっていますが、出願できないとい 

う訳ではありません。 

  

３ 



２．授業料免除

学部（令和７年以前入学者）及び大学院生（国費外国人留学生・外国政府派遣留学生・研究生・

聴講生・科目等履修生等を除く）で、次のいずれかに該当する者が対象です。ただし、次に該当

する場合は出願できません。

a) 特別な理由無く、最短修業年限を超えて在学している者（P.6参照）

b) 特別な理由無く、前年度と同一学年に引き続き在籍している者（P.6参照）

（１）学業優秀

「学業優秀」は、次の基準によるものです。

「納付期限前６ヶ月以内」とは、

前期分授業料免除の場合 ２０２５年１０月１日から２０２６年３月３１日まで

後期分授業料免除の場合 ２０２６年 ４月１日から２０２６年９月３０日まで

年   次 学 業 基 準

学 部

２〜４年次

医学部・医学科及び

薬学部・薬学科にあっては

２～６年次

各学部で定める標準単位数以上について、秀・優・良

の合計単位数が可の単位数以上であること。又は、各

学部で定める標準単位数以上について、Ａ＋・Ａ・Ｂ

の合計単位数がＣ・Ｄの合計単位数以上であること。

大学院

新入学生（本学修士課程又は専門職学位課程から博士後期課程に進学した者を含む。
）については入学試験の合格とし、２年次以上の取得単位数については学部に準じた
評価を行うとともに、研究進捗状況に基づいて研究科長が評価する。

【注意】出願時又は出願に係る学期の開始前6ヶ月以内に懲戒処分を受けた者及び処分中である者は出願

資格がありません。また、免除決定後でも懲戒処分を受けた場合は当該期の免除を取り消します。
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区 分 出願資格

①経済
経済的理由によって授業料の納入が困難であり（P.5参照）、かつ

学業優秀と認められる者（P.4参照）

②学資負担者死亡
授業料の納付期限前６ヶ月以内（入学した日の属する期分の授業

料免除の場合は、入学前１年以内）において、学資負担者が死亡

し、授業料の納入が著しく困難と認められる者

※家計基準は、P.5参照

③風水害等
授業料の納付期限前６ヶ月以内（入学した日の属する期分の授業料

免除の場合は、入学前１年以内）において、出願者もしくは学費負担

者が風水害などの災害を受け、授業料の納入が著しく困難と認めら

れる者（り災証明書のある方）



 

 

 

（２）経済的理由（家計基準） 

 

授業料免除の収入・所得限度額等について  
 

  「経済的理由」として、免除選考の対象となる収入・所得限度額は、所得の種類、世帯の構成
及び本人の通学形態等により一概には言えませんが、下記の収入・所得限度額を目安としてく
ださい。 
※特別の事情がある場合（長期療養者・障害のある者がいる世帯等）については、収入・所得

限度額が緩和されることがあります。 
※家計基準には該当していても、修得単位（科目）数が各学部・研究科で定める標準単位（科

目）に満たない場合は、学業優秀と認められず免除選考対象外となります。 
※選考の対象となった者の中から、予算の範囲内で免除者が選ばれることになりますが、近年

の出願者の増加等によって、従来免除を受けていた者でも不許可となることがあります。 
※例年、授業料免除の申請者の中には、世帯の収入が大幅に収入・所得限度額を超えているこ

とにより、免除選考対象外となる者が少なくないため、上記に十分留意のうえ、出願してく
ださい。 

    

※前期は 2026 年 4 月～2027 年 3 月／後期は 2026 年 10 月～2027 年 9 月の年間収入見込みを 

審査します。 
 
☆ 収入・所得限度額の目安表                                
 
 
 
                  (注３)    

 
給与収入限度額（注１) 

 
事業所得限度額(注２) 

自宅通学 自宅外通学 自宅通学 自宅外通学 

学  部 

１人世帯 ３１１万円  １５６万円  

２人世帯 ４１８万円 ＊ ２３１万円 ＊ 

３人世帯 ４６２万円 ５２５万円 ２６２万円 ３０６万円 

４人世帯 ５３２万円 ５９５万円 ３１１万円 ３５５万円 

５人世帯 ５８４万円 ６４７万円 ３４７万円 ３９１万円 

修  士 
専  門 

１人世帯 ３２７万円  １６７万円  

２人世帯 ４４４万円 ＊ ２４９万円 ＊ 

３人世帯 ４９４万円 ５５７万円 ２８４万円 ３２８万円 

４人世帯 ５６５万円 ６２８万円 ３３４万円 ３７８万円 

５人世帯 ６２１万円 ６７５万円 ３７３万円 ４１７万円 

博  士 

１人世帯 ４０４万円  ２２１万円  

２人世帯 ５６８万円 ＊ ３３６万円 ＊ 

３人世帯 ６３７万円 ６８６万円 ３８４万円 ４２８万円 

４人世帯 ７０１万円 ７４５万円 ４４３万円 ４８７万円 

５人世帯 ７４８万円 ７９２万円 ４９０万円 ５３４万円 

  

注 １．給与収入限度額とは、源泉徴収票の支払金額欄、所得証明書の給与収入額欄であり、給与所得控除前の金額で

す。 

  ２．事業所得限度額とは、確定申告書等でいう、売上（収入）金額から必要経費を差し引いた税込営業利益等の金

額です。 

  ３．［例］ １人世帯･･･独立生計が認められた者で【出願者（自宅通学）】 

２人世帯･･･独立生計が認められた夫婦の世帯で【出願者（自宅通学）、配偶者】 

３人世帯･･･父(主たる家計負担者)・母(専業主婦)・出願者 

４人世帯･･･父(主たる家計負担者)・母(専業主婦)・出願者・公立高校生（自宅通学） 

５人世帯･･･父(主たる家計負担者)・母(専業主婦)・出願者・公立高校生（自宅通学）、中学生 
          ＊２人世帯の場合は、家族構成により目安額が異なるため、空欄になっていますが、出願できないという 

訳ではありません。 
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６

（３）最短修業年限を超えて在学している者・留年している者等の取扱いについて

・「最短修業年限を超えて在学している者」とは、在学期間（休学期間含む）が、所属学部、研究科

等が定める修学期間を超えて在学している者です。

・「留年している者」とは、前年度と同一学年に引き続き在籍している者です。

・最短修業年限を超えて在学している者、留年している者について免除の対象とするかどうかの判定

は、様式１０「最短修業年限超過者等に係る事由書」に基づいて厳格に審査されます。「真にやむを得な

い事情がある」と特に認めない限り、免除の対象となりません。

・ 最短修業年限超過者及び留年している者は、様式１０「最短修業年限超過者等に係る事由書」を二次申請

時に提出してください。なお、前後期一括申請者であっても１０月入学者で２年目以上の超過となる場合は

必ず 後期にも再度提出してください。

○免除の対象にならない事由の例

病気・怪我
・法令等に違反した行為が原因の怪我の場合

・学業に影響が出ない範囲の病気・怪我の場合

留  学

・留学期間が概ね半年未満の場合

・超過期間が留学期間にかかる期を超えている場合

・海外渡航願を提出し、承認を得て留学等をしていた者でない場合

論文作成

・修業年限超過期間が1年を超える場合

・研究論文の未完成が本人側の自己都合による場合

・博士論文以外の作成による場合

そ の 他

・国家試験等（医師国家試験、公務員試験等）受験のため

・就職待機のため

・大学院受験のため

・転学、転学部・転学科等のため

・在学年限内で卒業又は修了する見込みのない者

・その他自己都合による場合

病気・怪我

・長期療養によるため

・定期試験等の当日に病気等により欠席したため

※医師の診断書などで証明できるものに限ります。

留  学 ・半年以上の留学によって履修・研究が滞ったため

論文作成

・膨大な資料収集・解析が必要な研究テーマに取り組んでいることから、論文作成に

時間を要することが明白である場合 （但し、以下の「免除の対象にならない事由の

例」に当てはまらないこと）

そ の 他

・出産・育児・介護のため

・国等の要請に応えて休学し、公益事業（青年海外協力隊、兵役等）に参加したため

・学資獲得のためのアルバイト苦による場合（留学生を除く）

・申請者本人が障害者であるため学業・研究において修業年限以上の期間を要する

と認められる場合

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けたと認められる場合

○免除の対象となる事由の例 ※下記の例にあてはまるからといって必ずしも免除の対象となるとは限りません。

※様式１０－１について、電子媒体と紙媒体両方の提出が必要となりました。

電子媒体は、京都大学HP掲載の様式１０－１提出用フォームより提出してください。

※様式１０－２（教員所見）は、電子媒体での提出は不要です。二次申請時に、様式１０－１と併せて紙媒体で

提出してください。



Ⅲ.出願方法

①事前申請
（ 入 学 料 免 除 ・入学 料徴 収猶 予申 請者 のみ ）

必要書類の準備

不足書類等の連絡（不備等ある場合）

結果通知

学部生：書類手続
（「事前申請願」を入学手続時に

入学予定の学部等教務掛へ提出）

大学院：ＷＥＢ手続
（入学予定者サイトより申請）

②一次申請（ＷＥＢ入力） 申請システム

・出願は、以下のとおり行ってください。
・一次申請（入学料免除・入学料徴収猶予の申請がある場合は事前申請も必要）を終えていない場

合、二次申請（出願・書類の提出）はできません。

・各手続期限を過ぎてからは、一切受付ができません。

申請システム

③二次申請（出願・書類提出）

P. 8参照
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P. 8-9参照

書類

※KULASIS

学生・教員への支援や
サービスの向上を目的
に、京都大学で開発・
運用しているシステム
の名称です。

ログイン：
https://student.iimc.
kyoto-u.ac.jp/

１．全体の流れ

ＷＥＢ手続

（KULASIS※の授業料免除等申請システム

（以下、申請システム）にてWEB申請）

入学料免除・入学料徴収猶予 授業料免除

年間スケジュールについてはP. 2７参照。

授業料免除申請のみの場合

は、①事前申請は不要です。

②一次申請・③二次申請の

手続をしてください。



・このしおりの「様式・証明書類等」（P.13〜）やホームページ掲載のチェックシートを確認し

て必要書類を事前に準備してください。（該当する申請区分（P.10）の確認もしてくださ

い。）

１）申請方法 ◎入学料免除・徴収猶予・授業料免除 共通

新入生（学部生・大学院生）
：入学予定者サイトを経由して、「授業料免除等申請システム」で一次申請をします。

（新学期以降はＫＵＬＡＳＩＳ経由になります。）
在学生（学部生・大学院生）

：ＫＵＬＡＳＩＳを経由して、「授業料免除等申請システム」で一次申請をします。

２）出願資格
事前に出願資格（Ｐ.２～６）を確認してください。

３）申請期

・申請期を選択してください。
・前期出願者は「前期」と「前後期一括」を選択することができます。年間を通じて

出願を希望する場合は原則「前後期一括」を選択してください。（その場合、後期

は一次申請から二次申請までの手続を全て省略することができます。但し、前期に

二次申請まで手続を完了した場合に限ります。）

・前期で卒業・修了する者や後期の全期間を休学する者等、後期には出願しないこと

が明白な場合は「前期」を選択してください。

・後期に初めて出願する場合は、「後期」しか選択できません。

・後期に内部進学を予定している者は、「前期」を選択してください。

「前後期一括」で申請しても、申請状況の引継ぎができません。

後期申請時には、必ず新しい学生番号で一次申請、二次申請を完了させてください。

４）家族・家計状況
・「授業料免除等申請システム」にて、家計（所得）に関することや家族状況等について入

力します。
・前期分の場合４月１日現在、後期分の場合１０月１日現在の状況（見込みを含む）で入力

してください。
・それぞれの状況にあわせて証明書や様式等を見ながら必要な情報について「授業料免除等

申請システム」にて入力してください。

８

②一次申請（ＷＥＢ入力）〜入学料免除・入学料徴収猶予・授業料免除申請者全員が必須〜

必要書類の準備

２．各手続について

①事前申請〜入学料免除・入学料徴収猶予申請者のみ必須〜

学部学生：入学手続時に他関係書類とともに「事前申請願（学部生用）」の書類を
所定の窓口へ提出してください。

大学院生：入学予定者サイトを経由して、「授業料免除等申請システム」で事前申請をします。

入学料免除(徴収猶予)・授業料免除の一次申請手続きは共通です。



・一次申請確定後、「授業料免除等申請システム」から、プリントアウトできる「願書」「必
要書類一覧表」、また、準備した「様式・証明書類等」を、「授業料免除等出願書類提出用
封筒」（以下、封筒）に入れて所属の教務担当窓口、もしくは学生課奨学掛に提出します。

また、封筒を郵送で提出することも可能です。A4用紙が折らずにはいる市販の封筒に送付状を
つけてお送りください。送付状は、京都大学ホームページ又は「授業料免除等申請システム」
上に掲載しています。

・提出前には、再度、不備や不足が無いか確認してください。「必要書類一覧表」は願書の入力に
基づいて出力されますので、入力に間違いがあると正しく表示されません。

●納付（口座引落を含む）の猶予

・二次申請まで完了すると、免除結果が出るまで入学料・授業料の納付（口座引落を含む）は

猶予されます。（但し、授業料免除申請の場合は、一次申請完了後、二次申請手続を

放棄すると、前期は5月下旬、後期は11月下旬の通常通りの納付期限となります。）

・封筒裏の連絡先欄に必ず電話番号等を記入しておいてください。

・不備等があった場合は、学生用メール（KUMOI）または、封筒裏の連絡先に連絡します。速やか

に対応してください。連絡に応答がない場合や期日までに提出がない場合は、不許可となること

があります。

・申請者と連絡が取れないことにより申請者が不利益を被った場合、本学はその責を負いません。

・追加書類は学生課奨学掛に提出してください。教務担当窓口では受付けできません。

・免除の可否決定は、前期分は７月下旬、後期分は１月下旬の予定です。掲示により通知日をお知

らせします。

・個々の結果は、申請システムに掲載されますので、期間内に速やかに確認してください。

・限られた予算で選考を申請期（前期・後期）ごとに行うため、前後期一括申請をした場合でも審

査結果が異なる場合があります。

入学料免除(徴収猶予)・授業料免除の二次申請手続きは共通です。

9

不足書類等の連絡（不備等ある場合）

結果通知

③二次申請 （出願・書類提出）〜入学料免除・入学料徴収猶予・授業料免除申請者全員が必須〜

※【注意】「前後期一括」申請者で後期（10月1日現在）に前期と申請内容が変わる場合

・後期の「一次申請（ＷＥＢ入力）」期間中に授業料免除等申請システムにログインし、
申請内容を修正したうえで再度「二次申請（出願・書類提出）」をしてください。

・出願資格が変わる場合や前期に途中で手続きを終えている場合（例：一次申請しか終えてい
ない）は、「一次申請（ＷＥＢ入力）」から「二次申請（出願書類提出)」まで、再度手続を
してください。

・これらの場合は、二次申請期間には「願書」と「修正した内容に関連する証明書類」のみ
を提出してください。修正に関する書類が特に無い場合（例：自宅通学→自宅外通学）で
も修正内容を確認する必要があるため、「願書」のみをプリントアウトして必ず、二次申
請（出願・書類提出）をしてください。



【参考】
・チェックシート

（独立生計者）

本しおりのⅩ．免除申請にかかる
Ｑ＆Ａの

Ｑ11～15も参照（Ｐ. 23-24）

【参考】申請区分のチェック

在留カード等の在留資格が

「留学」になっている
NO

YES YES YES

以下の独立生計者の認定

条件に全て該当し、希望

する （独立生計者の認定

条件に該当していても③一般

で申請することは可能）

NO
留学生・独立生計者に

当てはまらない

・ただし、日本にいる配偶者

や日本で同居する家族がい

る場合は世帯の構成員とみ

なします。

・授業料免除等の審査では日

本での世帯構成員について

のみ、所得や控除の選考対

象とします。

①留学生

家計支持者は、

基本的に出願者本人です。

【参考】

・チェックシート

（留学生用）

・ How to apply for  

Admission Fee  

Exemption (Deferment)

/ Tuition Exemption

（留学生用）日英併記

・Application document

checklist

【参考】

・チェックシート

（一般生計者）

〔独立生計の認定条件〕

①〜④の全てに該当すること

（①はA〜Cのいずれか）

①

Ａ…本人（配偶者を含む）に年間

103万円を超える収入（給与収入

または事業等の所得 ） があり、 そ

の収入について、所得申告がなさ

れ、 所得証明が発行される者

Ｂ…本人（配偶者を含む）に今年
度給与収入（給与奨学金（年額）、
アルバイト等も含めた総額）又は
事業等の所得が103万円を超える
見込みの者

Ｃ…本人が本学への入学のために退

職（休職等）し無収入となった者

で就労時の預貯金により生活を行

っており、その預金残高が103万

円を超えている者

②所得税法上及び健康保険上、父母

等（配偶者を除く）の扶養親族で

ない者

③本人（及び配偶者）の父母等と別

居している者（住所が別の住民票

を提出できる者に限る。）

④父母等（配偶者を除く）から経済

的な援助を受けていない者

②独立生計者

家計支持者は、

出願者本人(配偶者を含む)です。

・家計支持者の例外としては、

「母子父子家庭・無職無収入

等の事情により父母に代わっ

て生計を担う者（例：祖父母

、兄弟姉妹等）」も該当しま

す。出願者本人は該当しませ

ん。

・家計支持者でない祖父母や

家計支持者に扶養されていな

い収入のある兄弟姉妹は、同

居別居にかかわらず世帯の構

成員には含まれません。

③一般

家計支持者は、

原則として「父母両方」です。

申請区分が①-③のいずれに当てはまるか確認してください。
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上記チェックシート及び申請に必要な様式・証明書類等P.13〜P.16を確認の上、一次申請までに準備をしてください。

①②のいずれにも当てはまらない場合は、
③一般で申請してください

出願期の基準日（前期：４月１日、後期：１０月１日）時点の状況です。



 

Ⅳ. 結果通知までの注意事項 
 
１．納付（口座引落）の猶予 

入学料： 
入学料免除（徴収猶予）の出願者は、一旦事前申請を完了すると、免除結果が出るまでその期
の入学料の納付は猶予されます。結果通知前に、入学料を納付する必要はありません。 
授業料： 
授業料免除の申請を、一次申請（ＷＥＢ入力）のみ行い、その後の手続を放棄した場合、通常
の納付期限（前期は 5 月下旬、後期は 11 月下旬）に授業料を納付（口座引落を含む）してく
ださい。※入学料免除（徴収猶予）の出願者と取り扱いが異なりますのでご注意ください。 

 
２．入学料免除（徴収猶予）の出願取り下げ 

入学料については、結果通知前に納付した場合は免除（徴収猶予）の出願を取り下げたものと
して取り扱います。ただし、納付せずに出願を取り下げることはできません。 

 

３．授業料免除の出願取り下げ 
免除の結果が出る前（前期６月末まで、後期１２月末まで）に、卒業・修了・退学する場合は、
その期の授業料を納入しなければなりません。出願後、当該事由が発生した場合は、申請を取
り下げる旨を学生番号・氏名を明記のうえ、学生課奨学掛あてにメールで連絡してください。 
上記以外の理由で免除の出願を取り下げる場合も同様に学生課奨学掛に連絡してください。 

 

Ⅴ. 結果通知時期と結果通知方法 
 

１．結果通知の時期 
前期分：７月下旬（予定） 
後期分：１月下旬（予定） 

掲示により通知日をお知らせします。 
 

２．結果通知の方法 
授業料免除等申請システム内に掲載しますので、個々の結果及び入金期限・口座引落日を結果
通知期間内に速やかに確認してください。（電話やメールでの通知や郵送等はしません。） 
なお、通知期間は、前期は８月上旬頃まで、後期は２月上旬頃までの掲載予定です。（期間終
了後は確認できません。） 

 
３．免除結果 

選考は出願期（前期・後期）ごとに行いますので、前後期一括申請をした場合でも免除結果が
異なる場合があります。 
免除可能な予算額が限られているため、必ずしも免除許可されるとは限りません。 

 
４．免除許可の取り消し 

申請内容及び提出書類に虚偽の事実が判明した場合は、免除決定後でも免除の許可を取り消し
ます。必要な証明書等が提出されていない場合は、選考から除外します。 
懲戒処分を受けた場合は、免除決定後でも当該期の免除の許可を取り消します。 

 

Ⅵ. 不許可・半額免除の場合の授業料・入学料の納入 
 
１．授業料 

授業料については、結果通知日以降に免除されなかった授業料金額を期限までに納入してくだ

さい。 

 

２．入学料 

入学料については、結果通知日に振込依頼書が送付されます。結果通知日から２週間以内に本

学の振込先指定口座に納入してください。ただし、入学料徴収猶予が許可されている場合は、

免除されなかった入学料を振込依頼書の定める期限（４月入学者は８月末日、１０月入学者は

翌年２月末日）までに、本学の振込先指定口座に納入してください。 

※本学の振込先指定口座については、振込依頼書に記載されています。 

※入学料を期限までに納入しない場合は、学生の身分を取り消しますので十分注意してください。 

 

１１ 



 

Ⅶ.前年度審査結果（参考） 

 

２０２５年度（４月入学）の審査結果 

入学料免除 

 博 士 課 程 修 士 課 程 専門職学位課程 学       部 計 

出願者数 
96 

(46) 

380 

(96) 

65 

(18) 

2 

(0) 

543 

(160) 

全額免除 
0 

(0) 

1 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

1 

(0) 

半額免除 
41 

(15) 

170 

(2) 

18 

(0) 

2 

(0) 

231 

(17) 

不 許 可 
55 

(31) 

209 

(94) 

47 

(18) 

0 

(0) 

311 

(143) 

 

入学料徴収猶予 

 博 士 課 程 修 士 課 程 専門職学位課程 学      部 計 

出願者数 
89 

(42) 

317 

(84) 

53 

(14) 

6 

(0) 

465 

(140) 

許  可 
78 

(37) 

266 

(71) 

39 

(10) 

5 

(0) 

388 

(118) 

不 許 可 
11 

(5) 

51 

(13) 

14 

(4) 

1 

(0) 

77 

(22) 

下段（ ）内は、私費外国人留学生で内数です。 

 

２０２５年度 授業料の免除審査結果 （前期後期の合算） 

各項目 博 士 課 程 修 士 課 程 専門職学位課程 学      部 計 

出願者数 
4109 

(1424) 

1989 

(805) 

362 

(132) 

1004 

(46) 

7464 

(2407) 

全額免除 
1999 

(577) 

1113 

(208) 

197 

(21) 

750 

(9) 

4059 

(815) 

半額免除 
1916 

(762) 

479 

(478) 

87 

(87) 

27 

(27) 

2509 

(1354) 

不 許 可 
194 

(85) 

397 

(119) 

78 

(24) 

227 

(10) 

896 

(238) 

下段（ ）内は、私費外国人留学生で内数です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 



 

Ⅷ. 様式・証明書類等  ※マイナンバーの記載のあるものは提出しないでください。 

※様式は、京都大学ホームページからプリントアウトして使用してください。 

京都大学ホームページトップ→教育・学生支援トップ→経済支援→授業料の免除/入学料の免除と徴収猶予

（https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/education-campus/tuition/jumen） 

 
１．申請者全員が提出する書類（必須） 

＊該当する申請区分のうち●印のついている書類を必ず提出してください。 

申 請  

区 分 

提 出 書 類 留 意 事 項 

一 

般

・

独

立

生

計

者 

留 

学 

生 

● ● 願書 
一次申請（ＷＥＢ入力）後、画面の指示にしたがい、授業料免

除等申請システムからプリントアウトし署名してください。 

● ● 必要書類一覧表 
一次申請（ＷＥＢ入力）後、画面の指示にしたがい、授業料免

除等申請システムからプリントアウトしてください。 

●  

【日本人の※家計支持者のみ】 

 

市区町村長発行による 

市区町村県民税課税証明書 

[全項目証明](原本) 

 

 

一 

般 

就労の有無によ

らず父母両方必

要です。 

令和７年度（令和６年分の収入）の

証明書（出願前３ヶ月以内に役所等

で発行されたもの）を提出してくだ

さい。（コピー不可） 

・４月の出願では、記載内容が前々年の

所得となりますが、それが最新ですの

で問題ありません。記載内容と出願時

現在の状況が違う場合でも必ず提出

してください。（所得金額の審査は出

願時現在の状況を優先します） 

・「課税・非課税の有無」、「給与・給

与外所得別の収入金額」、「配偶者控

除・扶養控除人員数」が明記されてい

ること。（省略不可）（P.17） 

※上記の内容が明記されていない場合

は、再提出となります。 

独

立

生

計

者 

就労の有無によ

らず本人（及び

配偶者）分が必

要です。 

 ● 在留カード（コピー）  

 ● 
〔様式８－１、８－２〕 

私費外国人留学生調書 

・必ず指導教員所見・署名・押印が記入されていること 

・「私費外国人留学生生計報告書」欄の収入の合計と支

出の合計が合致するようにしてください。 

 

  

１３ 

所得が「０」、又は少額によ

り発行されない場合は非課

税証明書（原本） 

※家計支持者… 

 申請区分（Ｐ.10） 

一 般 ：本申請における家計支持者とは、原則として「父母両方」。 

例外としては「母子父子家庭・無職無収入等の事情により父母に変わって生計を担う

者（例：祖父母、兄弟姉妹等）」です。 

独立生計者：申請者（配偶者含む）を家計支持者とみなします。 

私費留学生：申請者（日本にいる配偶者含む）・日本で同居の家族を原則、家計支持者とみなします。 



 

２．該当者が提出する書類 
（１）「家計支持者」…該当する証明書類等で○印のついている書類を必ず提出してください。 

区 分 証 明 書 類 名 等 発行・証明先 

給与所得者 

(専従者・アルバ

イト・パートを含

む) 

勤務先が 2025 年 1月 1

日以前から同じ場合 
○給与所得の源泉徴収票（令和 7年分）（コピー）〔様式 2-3 に貼付〕  

 

勤務先 

 

2025 年 1月 2日以降に

転職・就職し現在も同

じ勤務先の場合 

○〔様式２〕給与支給（予定）証明書（コピー不可） 

（年収・賞与が明記されている場合は雇用契約書（通知書）等（コピー）

〔様式 2-5 に貼付〕又は、直近３ヶ月分の給与明細書と賞与金額のわか

る明細書等（コピー）〔様式 2-2 に貼付〕でも代用可） 

給与以外の所得

がある者 

 

・事業(営業・農業) 

・不動産 

・利子 

・配当 等 

 

○確定申告書控（令和7年分）<第一表及び第二表>(コピー)〔様式2-4に貼付〕  

※確定申告書の第二表の「所得の内訳」欄に「別紙のとおり」と記載が

ある場合は、別紙（「所得の内訳書」）を添付してください。 

※確定申告をしていない場合は市区町村が発行する市（町）県民税申告

書等の収入金額、必要経費、所得金額等の記載がある書類(コピー) 

※前年１月２日以降に起業・開業した者は、〔様式３〕収支内訳(見込)

申告書と帳簿などの根拠書類を提出してください。 

※給与収入がある場合は、源泉徴収票(昨年分)(コピー)も提出してください。 

税務署・自治体等 

に申告した控え 

事業所等 

年金受給者 

審査対象期間中に受給開始予定のも

のも含む 

○最新の年金受給額がわかるもの(コピー) 〔様式2-6に貼付〕 

[最新の年金改定通知書、年金支払い通知書など] ※源泉徴収票不可 

【受給開始予定者】 

○年金見込額照会回答票など、試算結果がわかるもの 

（いずれも受給者名・金額が記載されていること） 

日本年金機構 

共済組合等 

申請者本人（配偶

者）に関する収入 

 

 

日本学術振興会特別研

究員・次世代 AI/SPRING

プログラム採択者 

（★申請中の者は除く） 

○日本学術振興会特別研究員・次世代AIﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・SPRINGﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの採用通知書（コピー） 

※入学料免除・徴収猶予申請者や、当該事業の辞退を予定している者、

配偶者が当該事業採択者の場合のみ提出必要 

※現在申請中の場合は、不採択になった前提で、当該事業の収入を含ま

ずに一次申請・二次申請をおこなってください。 

日本学術振興

会、大学等 

TA/TAS/RA/OA 採用

（予定）者 

○TA/TAS/RA/OAの勤務予定表(コピー)（年間の総時間数が記載） 

○労働条件通知書(コピー)（時給が記載）※令和８年度分 
大学 

RF 採用（予定）者 〇リサーチ・フェロー委嘱通知書（コピー）※令和８年度分 大学 

給付型奨学金受給

（予定）者 

○〔様式9〕奨学金受給状況申告書 

○給付型奨学金の採用に関する書類(コピー) 

（氏名・受給期間・金額が明記されていること） 

奨学財団等 

高年齢雇用継続給付金受給者 
○高年齢雇用継続給付金決定通知書 (コピー)  

（氏名・受給金額が記載/直近4ヶ月分必要） 
ハローワーク 

傷病手当金受給者 
○支給決定通知書等の支給額がわかるもの(コピー) 

※受給開始日がわかる書類と直近の通知書の両方の提出が必要です。 
健康保険組合等 

内職等の在職者 ○賃金支払明細等(コピー) 勤務先 

児童扶養手当受給者 ○最新の児童扶養手当証書等支給額がわかるもの(コピー) 各都道府県 

育児休業給付金受給者 

審査対象期間中に受給開始予定のも

のも含む 

○育児休業給付金支給決定通知書(コピー)  

【受給開始予定者】以下の全て 

〇〔様式2〕給与支給（予定）証明書（源泉徴収票は不可） 

（休職期間を除いた労働予定月数で計算したもの） 

〇上記書類の平均月額をもとに自身で育児休業給付金の受

給予定額を計算した計算式と出産予定日を明記したメモ 

ハローワーク 

生活保護世帯 ○保護決定（変更）通知書 又は 生活保護受給証明書(コピー) 福祉事務所 

失業者 

休職者 

無職者 

雇用保険受給者 ○雇用保険受給者証(第1面～第4面まで)(コピー)  ハローワーク 

休職者 

○休職証明書(コピー) 

※休職期間中に給与等が支給される場合は、その支給額がわかるものも

添付してください。 

勤務先等 

無職・無収入の者 ○〔様式１〕該当者本人による無職・無収入にかかる申立書  該当者本人 

１４ 

留学生・独立

生計者のみ 



 

（２）「世帯」・「世帯の構成員」※…該当するものがあれば○印のついている書類を提出してください。 
 
 
 
 
 

区 分 証 明 書 類 名 等 発行・証明先 

就学者 

(小・中学校は除く) 

 

★二次申請期間中に用

意できない場合は、願書

と他の用意できた書類

を先に二次申請期間中

に提出し、学生証・在学

証明書のみ後日追加で

提出してください。 

・高等学校 

・高等専門学校 

・大学 

○学生証のコピー〔様式１１に貼付〕又は在学証明書(コピーも可)  
※発行日又は有効期限により、免除申請時における在学がわかるも

の。ただし、年度途中に退学・進学した場合は学生課奨学掛に相

談してください。 

※在学証明書は、前期４月／後期１０月以降に発行したものを提出

してください。 当該在学学校 

 

専修学校 

（専門課程・高等課程のみ）  

○〔様式４〕在学状況証明書 

※在学状況証明書は、前期４月／後期１０月以降に発行したものを提出 

してください。 

母子・父子世帯 

○〔様式５〕母子・父子世帯申立書 

※申請者本人、就学者及び長期療養者並びに心身の障害等のため経済力の

ない者は、実年齢が 18 歳以上でも 18 歳未満の子として取り扱います。 

該当者本人 

障 害 の あ る 人        

 

手帳等は、顔写真・

本籍等の部分を覆

せてコピーしたも

のを提出してくだ

さい。（氏名、生年

月日が分かる部分

のコピー） 

身体障害のある人又は

これに準ずる人 

○身体障害者手帳(コピー) 又は 

身体障害者手帳交付申請書(コピー)等 
市区町村役場 

常に就床を要し複雑な

介護を要する人 

（要介護２以上） 

○介護保険要介護認定等決定通知書(コピー)又は介護保険

被保険者証(コピー)(いずれも要介護状態区分が記載されて

いること。) 

医療機関等 

精神上の障害のある人

又はこれに準ずる人 

○診断書(コピー)（直近６ヶ月以内発行のもの） 

又は 各種手帳等(コピー) 

知的障害のある人と判

定される人 

○児童相談所、知的障害者更生相談所、精神衛生センター

若しくは 精神衛生鑑定医の判定書（コピーも可） 

公害疾病の認定を受け

当該疾病による身体上

の障害のある人 

○法律による該当者の証明(コピー)又は診断書(コピー) 

原爆被爆により身体機

能に障害のある人 

○被爆者手帳(コピー)又は診断書(コピー) 

 （いずれも障害の程度が記載されていること） 

長期療養者 
（６ヶ月以上の長

期療養者） 
※「最近1年間（前
期：前年4月～今年

3月、後期：前年10
月～今年9月）の補
填される額（保険・

高額療養費等）を除
いた療養費自己負
担額」が10万円に

満たない場合は控
除の対象となりま
せん 

 
療養費額（食事等除
く）－補填される額

（保険・高額療養費
）＝10万円以上 

①診療機関で支出状

況の証明を受けられ

る場合 

○〔様式６〕長期療養費支出状況証明書 (診療機関で記入) 

※ただし、補填される金額等、診療機関で証明できない箇所が一部あ

る場合は、その部分に関する証明書を添付してください。 

医療機関等 

保険会社 
②診療機関で支出

状況の証明を受け

られない場合 

○〔様式６〕長期療養費支出状況証明書 

(申請者本人が記入) 

○診断書 

（６ヶ月以上の療養が必要であることが明記されている 

直近６ヶ月以内発行のもの）（コピー） 

○支払証明書・領収書のコピー等〔様式１１に月ごとまとめて貼付〕  

（恒常的に支出していることが証明できる最近１年以内のもの） 

※保険適用外のもので、治療するうえで必須なものについては、用途を 

記入してください。 

○保険金等の支払を受けている場合はその証明書等のコピー 

火災・地震・水害・台風等による被災世帯

授業料の納付期限前６ヶ月以内（入学した日の属

する期分の場合は入学前１年以内）の事由発生 
○被災（り災）証明書（コピーも可） 

消防署 

市区町村役場 

※申請区分「一般」世帯の構成員 

…世帯の構成員とは、「申請者」「家計支持者」「家計支持者の扶養下にある申請者の兄弟姉妹（子）」

を指します。同居・別居にかかわらず、その他の祖父母・兄弟姉妹は世帯の構成員に含まれない

ため、授業料免除等申請システムでの入力も不要です（控除に関する証明書等も不要です）。 

１５ 



 

（３）その他…該当するものがあれば○印のついている書類を提出してください。 

区 分 証 明 書 類 名 等 発行・証明先 

学資負担者の死亡 
授業料の納期前6ヶ月以内（入学した日の属

する期分の場合は入学前１年以内）の死亡 

○死亡診断書等（死亡年月の分かるもの）（コピー） 病院 

東日本大震災（福島原発事故含む）の 

被災者 

※東日本大震災に係る証明書を提出した申請者

については免除判定において被災状況を考慮し

ます。(授業料免除のみの取り扱いです。入学料

免除・徴収猶予については対象外です。) 

○〔様式１２〕東日本大震災に伴う免除申請書 

○り災証明書（コピーも可） 

・死亡または行方不明を証明する書類 

・被災証明書 

・生活基盤を喪失していたことが確認できる書類 

該当者本人 

市区町村役場 

勤務先等 

独 

 

立 

 

生 

 

計 

 

者 

※独立生計者の認定条件 

（①～④の全てに該当すること） 
以下①～④のいずれも（但し、①はＡ～Ｃのいずれか） 

該当者本人 

市区町村役場 

勤務先等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

Ａ…本人（配偶者を含む）に年間

１０３万円を超える収入（給

与収入又は事業等の所得）が

あり、その収入について、所

得申告がなされ、所得証明が

発行される者 

①
【
本
人
（
及
び
配
偶
者
）
の
所
得
の
証
明
】 

Ａ…○前年から引き続き同じ給与収入又は所得が

ある場合は、源泉徴収票(コピー)・確定申告

の控(コピー)等、年収を示すもの 

（注意）貸与奨学金や基準日（前期4月1日、後期10月1日）

時点で終了（退職・休職）しているものは認定条件

の収入に含みません。 

Ｂ…本人（配偶者を含む）の今年

度の給与収入（例：給付奨学

金（年額）、アルバイト等も

含めた総額）又は事業等の所

得が１０３万円を超える見込

みの者 

Ｂ…○その根拠証明書等 

〔〔様式２〕給与支給（予定）証明書、給付

奨学金の受給額が分かるもの等〕 

（注意）貸与奨学金や基準日（前期4月1日、後期10月1日）

時点で終了（退職・休職）しているものは認定条件

の収入に含みません。 

Ｃ…本人が本学への入学のために

退職（休職等）し無収入とな

った者で就労時の預貯金によ

り生活を行っており、その預

金残高が１０３万円を超えて

いる者 

Ｃ…○退職（休職等）証明書（コピー）及び氏名 

と預金残高がわかるもの（通帳のコピー等） 

（注意）学振やアルバイトの期間終了は退職に該当しません。 

    源泉徴収票、離職票は退職証明として認められませ 

ん。 

②本人（配偶者を含む）が、所得税法

上及び健康保険上、父母等（配偶者を

除く）の扶養親族でない者 

②【父母等の扶養親族でないことの証明】 

○マイナポータルよりダウンロードできる医療保険の資

格者情報（日付、氏名、「本人・家族の別」が明記さ

れていること） 

※申請者本人（又は配偶者）筆頭のもの 

※基準日以降に印刷して提出してください。詳細は P.22

を確認すること。 

○配偶者がいる場合：配偶者の医療保険の資格者情報も必要  

③本人（及び配偶者）の父母等と別居

している者 

 

※父母と世帯分離をしているが同じ

住所の者や、別居しているが住民票を

移していない者（海外渡航中は除く）

は独立生計での申請不可 

③【父母等と別居していることの証明】 

○本人（及び配偶者）の住民票（原本） 及び 

○父母（配偶者がいる場合は、配偶者の父母も）の住民票（コ

ピー可）等※ 

※ただし父母が遠方・高齢等の事情により、住民票の取得が困難な場合

は、免許証や保険証（住所が記載されているもの）のコピーでも可 

※父母と住所が同じ場合は別居とはみなしません。 

※配偶者の父母が生別・死別している場合は、その旨を「必要書類一覧

表」に記入してください。 

④父母等（配偶者を除く）から経済

的な援助を受けていない者 
④○〔様式７〕独立生計申立書 

最 短 修 業 年 限 超 過 者 等              

※ 休学により超過した者も該当します 

○〔様式10-1、10-2〕最短修業年限超過者等に係る事由書 

※様式10-1は、電子媒体と紙媒体両方の提出が必要です。 

※様式10-2（教員所見）は、電子媒体での提出は不要です。 

※「病気」や「障害」、「アルバイト苦」を超過事由として申請する場合

根拠書類（診断書や課税所得証明書など）の提出が必要です. 

指導教員等 

該当者本人 

１６ 



Ⅸ. 課税（所得）証明書・年金通知書・保険資格情報証明書類（例）

　

１７

★年金の証明書類について

★課税（所得）証明書

☆市・府民税課税証明書【全項目証明】 （所得金額と課税額と控除の内訳の証明）

☆市・府民税所得証明書 （所得金額の証明）（提出不可）

課税情報の記載がないため不可

☆給与所得に係る市民税・府民税 特別徴収税額の決定通知書 （提出不可）

・令和8年度（内容は令和7年分）の証明書を提出してください。

・所得の内訳、課税額、控除が掲載されている証明書を提出してください。（省略不可）

☆納税証明書 （提出不可）

☆市・府民税課税証明書

【課税額証明】 （課税額の証明） ／ 【課標証明】 （課税額と課税標準額の証明）（提出不可）

収入情報の記載がないため不可



１８

★年金の証明書類について

・最新の証明書を提出してください。

・個人年金等も書類の提出が必要です。

☆年金支払通知書 ☆年金額改定通知書・年金支払通知書

☆年金振込通知書・改定通知書(令和8年6月以降発行分)



１９

☆公的年金の源泉徴収票（提出不可）

年度途中での支給開始や停止、金額の変更があってもわからないため

☆年金証書(令和8年6月以降発行分) ☆年金決定通知書・支給額変更通知書



２０

★今年度年金受給が開始する予定の方・年齢や退職などの事由で金額が変更される予定の方

年金見込額照会回答票

☆企業年金連合会老齢年金振込通知書（令和7年１０月以降発行分）

❶の振込通知書部分が必要。❷の源泉徴収票のみの提出は不可。

❶ ❷

☆年金ご送金のお知らせ（令和7年１０月以降発行分）

年間振込回数がわかる書類も添付すること

☆国民年金基金年金振込通知書



２１

☆ねんきん定期便（提出不可）

これまでの保険料納付額・年金加入期間が記載されている書類。年金受給額がわからないため不可。



　

２２

★保険資格情報（マイナポータルより取得）の証明書類

・日付、氏名、本人・家族の別が掲載されている証明書を提出してください。（省略不可）

・有効期限の記載がないため、基準日（前期4/1、後期10/1）以降に印刷するようにしてください。

※マイナンバーと保険資格者情報を紐づけていない方は、資格確認書のコピーを提出してください。

☆マイナンバーカードのコピー

保険資格情報の掲載がないため不可

☆マイナポータルのスクリーンショット

☆マイナポータルよりダウンロード

できる医療保険の資格情報

☆マイナンバーと紐づけしていない場合

資格確認書のコピー



 

Ⅹ．免除申請にかかるＱ＆Ａ                    

１．一次申請（ＷＥＢ入力） 
 
（１）全般 

Ｑ１ 事前申請とは何か？ Ａ１ 入学料免除・入学料徴収猶予申請者の方は必ず行ってくださ

い。なお、その後の一次申請（ＷＥＢ入力）・二次申請（出

願・書類の提出）の手続も全て行う必要があります。（授業

料免除の申請のみの場合は、事前申請は不要です。） 

※詳細は出願のしおり P.7 以降参照 

一般・

独立・

留学生 

Ｑ２ 一次申請、二次申請とは何

か？全て行う必要がある

か？ 

Ａ２ 全て行う必要があります。 

※詳細は出願のしおり P.7 以降参照 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ３ 授業料免除等申請システム

を利用せず、書類だけで「授

業料免除」申請できるか？ 

Ａ３ できません。事前申請・一次申請は授業料免除等申請システム

での手続が必要です。※詳細は出願のしおり P.7 以降参照 

（但し、学部新入生の事前申請は、書類手続です。） 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ４ KULASIS への入り方や、授

業料免除等申請システムへ

のアクセス方法は？ 

 

Ａ４ ログインするには ECS-ID が必要です。また、初めて KULASIS

にログインする際には、登録情報（連絡先等）を入力する必要

があります。登録情報を入力できましたら授業料免除等申請シ

ステムへのアクセスが可能となります。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ５ 前期の出願です。申請期で

「前後期一括」と「前期」

があるが、どう違うのか？

また、どちらを選択すれば

いいか？ 

 

Ａ５ 後期も出願する場合は原則「前後期一括申請」を選択してくだ

さい。ただし、出願資格「学資負担者死亡」「風水害」を選択

する場合は、後期出願時に出願資格を変更する可能性が高いの

で、「前期」を選択してください。また、大学院生で前期末に

修了見込である場合や後期の全期間休学する予定がある場合

等も「前期」を選択してください。後期に内部進学を予定して

いる者は「前期」を選択してください。後期申請時には、必ず

新しい学生番号で一次申請、二次申請を完了させてください。

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ６ 一次申請確定後に間違いに

気づいた。変更したいが可

能か？ 

Ａ６ 願書の間違えた箇所に赤ペンで二重線を引き、正しい内容を記

入のうえ訂正印を押印する、もしくは署名をしてください。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

 

（２）世帯の構成員に関すること※私費留学生に関係する質問は主にＱ22、Q23 のみ 

Ｑ７ 実家で同居している祖父母

については、どのように入

力するのか？年金等の収入

がある。 

Ａ７ 原則、祖父母は世帯構成員に含めませんので、同居・別居にか

かわらず入力は不要です。祖父母があなたの父母の扶養に入っ

ている場合でも世帯構成員に含めません。ただし、あなたの父

母が死別・生別・無職・無収入である等の事情があり、祖父母

が主に家計を支持しているという場合は、「家計支持者」に追

加して入力してください。 

一般 

Ｑ８ 大学受験のため浪人してい

る兄弟姉妹は、世帯の構成

員に含まれるか？ 

Ａ８ 家計支持者（父母等）の扶養に入っている場合は含まれます。 一般 

 

Ｑ９ 父は家計支持者だが、大学

院に通う学生でもある。ど

のように入力をすべきか？ 

Ａ９ 家族状況等と就学者の両方に入力してください。 

 

 

一般 

Ｑ10 兄弟姉妹が大学院に在学中

だが、親の扶養から外れて

独立生計を営んでいる。世

帯構成員には含まれるか？ 

Ａ10 兄弟姉妹が独立生計者の場合は、就学の有無にかかわらず世帯

構成員には含みません。 

 

一般 

Ｑ11 親からの仕送り等も一切無

く、扶養も外れている。主

に貸与奨学金のみで生活し

ているが独立生計として申

請できるか？ 

Ａ11 本人に年間１０３万円を超える収入（給与収入又は所得）があ

ることが、独立生計の認定条件の一つですが、貸与の奨学金は

収入としては算入しませんので、独立生計としての申請はでき

ません。父母等を家計支持者として、申請区分「一般」で申請

をしてください。 

独立 

２３ 



 

Ｑ12 私は結婚しており、現在の

収入は私のアルバイト（年

額 60 万円程度）のみであり

貯金しておいた奨学金を取

り崩して生活している。配

偶者も学生であり特に収入

はない。独立生計で申請で

きるか？ 

Ａ12 貯金を収入と見なすことができるのは、大学入学に際して退職

（休職）した場合のみです。今回の場合は奨学金の取り崩しで

すので独立生計としての申請はできません。父母等を家計支持

者として、申請区分「一般」で申請をしてください。 

※「一般」で申請する場合、配偶者は世帯構成員に含みません。

独立 

Ｑ13 私は学部生で結婚してお

り、配偶者の収入（年額 30

0 万円程度）で生活してい

る。独立生計で申請できる

か？ 

Ａ13 収入の要件は満たしています。父母と別居しており、父母の扶

養からも外れていれば独立生計で申請できます。 

 

独立 

 
（３）「家庭状況等」に関すること 

Ｑ14 私は独立生計の要件に該当

しないが、アルバイト収入

があり、給与奨学金も受給

している。私の所得をどの

ように入力すればいいか？ 

Ａ14 独立生計に該当しない場合は、家計支持者（父母等）の収入の

みを入力してください。申請者本人の収入は入力不要です。 

 

 

一般 

Ｑ15 独立生計者として申請する

が、父母の氏名・生年月日

も入力する必要があるか？ 

Ａ15 父母の氏名・生年月日（特記事項）も入力してください。（住

民票等と照合します） 

 

独立 

Ｑ16 私が生まれてすぐに父母が

離婚して、父の名前や生年

月日が分かりません。 

Ａ16 父の入力欄で「特記事項・生別」を選択してください。「その

時期」はおおよそで結構です。 

名前には「不明」と入力し、生年月日は空欄で結構です。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ17 前期の申請です。父の所得

が、源泉徴収票と所得（課

税）証明書で金額が異なる。

どちらの証明書の金額を入

力すればいいか？ 

Ａ17 前期は課税証明書の所得に関する証明内容が一昨年の内容とな

りますので、前年の内容である源泉徴収票の金額を入力してく

ださい。 

 

一般 

Ｑ18 父が昨年の１０月に失職

し、今年の１月から新たに

就職した。年収は何に基づ

いて入力をすればよいか？ 

Ａ18 現在の勤務先で様式２「給与支給（予定）証明書」に証明をも

らうか、年収が明記されている場合は、雇用契約書（通知書）

から算出してください。賞与がないパートの場合は、直近 3 ヶ

月程度の給与明細書から給与の平均月額を求めて年収を算出す

ることもできます。 

一般 

Ｑ19 父が今年の２月から自営業

を始めた。 

昨年の収入は無かったので

確定申告はしていない。 

提出する証明書や、所得の

入力はどのようにすればい

いか？  

Ａ19 お父様に様式３「収支内訳（見込）申告書」を作成してもらい、

様式の記載にしたがって年収を算出し、入力してください。こ

の場合でも、所得（課税）証明書の提出は必須です。 

 

一般 

Ｑ20 最近転職した父の給与だ

が、季節労働であり、直近

3 ヶ月程度の収入だと 0 円

でも年間だと１００万円以

上になるそうだ。何の証明

書を用意してどのように入

力すればよいのか？ 

Ａ20 様式２「給与支給（予定）証明書」で、年収を見出すことが難

しい場合は、「雇用契約書や事業所固有の証明書等」又は「１

年分の給与明細書のコピー」により、年収を算出し、入力して

ください。 

 

一般 

 

Ｑ21 父は自営業だが、確定申告

書では所得がマイナスで記

載されており、今年度も変

わらないと思われる。この

ような場合、どのように入

力すればよいか？ 

Ａ21 自営業におけるマイナスの所得に関しては、金額欄に「０」と

入力してください。 

 

 

一般 

２４ 



 

Ｑ22 私費留学生。仕送りが不定

期であるが、どう入力すれ

ばいいか？ 

Ａ22 まず、様式８「私費外国人留学生調書」を作成してください。

平均月額より年額を計算してください。 

留学生 

Ｑ23 私は私費留学生です。父母

の氏名や生年月日・収入も

入力する必要があるか？ 

Ａ23 氏名と生年月日は必ず入力してください。収入は原則入力不要

ですが、日本で同居している父母については、入力が必要です。

留学生 

 
（４）「就学者」に関すること 

Ｑ24 前期の出願。私は 4 月下旬

に下宿するが、自宅通学・

自宅外通学はどちらを選択

すればいいか？ 

Ａ24 基準日時点（前期 4 月 1 日、後期１０月１日）で引越し日、引

越し先住所が確定しており、４月中（後期は１０月中）に引越

しが完了する場合は「自宅外」を選択してください。基準日時

点で引越し日・住所が未定の場合や、引越しが５月以降（後期

１１月以降）になる場合は「自宅」を選択してください。 

一般 

 

Ｑ25 兄弟姉妹が海外に留学して

いる。提出する証明書や、

就学者の入力はどのように

すればいいか？ 

Ａ25 留学先の学校で発行された在学に関する証明書を添付してくだ

さい。入力にあたっては、設置区分は全て「私立」、通学区分

は「自宅外」を選択してください。ただし、家計支持者も一緒

に海外で同居している場合は「自宅」を選択してください。 

一般 

 

Ｑ26 兄弟姉妹が予備校や無認可

校、養成所に通っている。

就学者に該当するか？ 

Ａ26 学校区分に無い学校（各種学校）は就学者の対象となりません。

その方が家計支持者の扶養下にある場合、世帯の構成員には含

まれます。 

一般 

 

 
（５）「控除」に関すること 

Ｑ27 私の父母は離婚し、母が無

職のため祖父の収入で生活

している。母子父子家庭に

該当するか？ 

Ａ27 この場合、祖父が実質の家計支持者となりますので母子父子家

庭には該当しません。 

一般 

 

Ｑ28 私の父母は離婚し、母と会

社員の兄、祖母と 4 人で暮

らしている。兄には給与収

入、祖母には年金収入があ

るが、母子父子世帯となる

か？ 

Ａ28 出願者にとっての家計支持者が誰であるかによって扱いが変わ

ります。母に一定の収入があり、兄や祖母とは別生計である場

合は、世帯構成員を母と出願者のみとして母子父子世帯と認定

できます。また、母に収入が無く、兄や祖母が実質の家計支持

者である場合はその方を世帯構成員に含めるので、母子父子世

帯の要件には該当しません。 

一般 

 

Ｑ29 私には 10 歳の子供がおり、

夫はいない。両親からの支

援はなく、母子二人で暮ら

している。母子父子世帯に該当するか？ 

Ａ29 独立生計の要件に該当し、その申請をする場合は、世帯の構成

員が出願者ご自身とそのお子様だけですので、母子父子世帯に

該当します。 

独立 

Ｑ30 母が事故に遭い、長期療養

が必要と診断されたが、ま

だ領収書等が２ヶ月分しか

ない。療養費はどのように

選択すればいいか？ 

Ａ30 その２ヶ月分の領収書の金額を合計した数字で選択してくださ

い。（ただし、療養費の合計が１０万円に満たない場合は控除

の対象となりません。） 

 

一般 

 

Ｑ31 母は難病指定があり、遠方

の病院へ通院中。電車とバ

スで通院し領収書等はある

が、年間 2 万円程度の交通

費を支出。長期療養控除額

に含めることはできるか？ 

Ａ31 遠方の病院に通院するために当然発生する交通費ということで

あれば、控除対象となります。二次申請（出願・書類提出）の

際は、通院の日付ごとに発生した交通費の一覧表を作成し領収

書の代わりとして、様式６と合わせて提出してください。 

一般 

 

Ｑ32 出願資格を「経済」で入力

した後に、台風で家屋が床

上浸水した。どのようにすればよいか？ 

Ａ32 被災日が出願期における基準日（前期：4 月 1 日、後期 10月 1 日）現在から見て

過去半年以内であれば「風水害等」を選択できます。学務部学

生支援課奨学掛の窓口へ相談してください。 

一 般 ・

独立 

 

Ｑ33 一次申請時は出願資格を

「風水害」として申請した

が、被害内容が認められず、

被災（り災）証明書が発行

されなかった。どのように

出願資格の変更をすればいいか？ 

Ａ33 学務部学生支援課奨学掛の窓口へ相談してください。 

 

 

 

 

一 般 ・

独立 

 

２５ 



 

（６）「家庭事情」に関すること 

Ｑ34 「その他」を選択したが、

制限文字数（50 字）では少

なすぎて足りない。 

Ａ34 できるだけ簡潔に入力してください。多少でしたら文字数を超

えても結構です。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ35 家庭事情の選択・記載内容

は、審査結果に影響するの

か？ 

Ａ35 結果に直接影響するわけではありませんが、審査において申請

内容全般と照らし合わせて矛盾点がないかなどを確認する際に

参考にします。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

 
２．二次申請（出願・書類提出） 
Ｑ36 私の母は専業主婦なので収

入はない。所得（課税）証

明書の提出は不要か？ 

Ａ36 所得（課税）証明書 又は 非課税証明書により、「収入が無い」

という状況を確認しますのでいずれかを必ず提出してくださ

い。 

一般 

 

Ｑ37 進学（就職）準備中の兄弟姉妹につ

いて収入状況を示す書類を

提出する必要があるか？ 

Ａ37 家計支持者でなければ当該証明書は不要です。※詳細は出願の

しおり P.13 参照 

 

一般 

 

Ｑ38 遠隔地にいるため出願書類

を窓口へ提出することがで

きない。学内便か郵送で出

願することはできるか？ 

Ａ38 書留など記録の残る郵送での提出も受け付けております。学内

便での提出は正しく送付されないことがありますので、安全性

上認めておりません。郵送の場合、二次申請期間必着です。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ39 二次申請期間中に、一部の

書類提出が間に合わない。 

Ａ39 必要書類一覧表の該当箇所の右欄に提出予定日を記入の上、二

次申請期間内に願書と用意できている書類を提出してくださ

い。遅れる物は奨学掛に後日追加で提出してください。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

 

３．その他 

Ｑ40 留年し、最短修業年限を超

えているが、授業料免除申

請はできるか？ 

Ａ40 申請をすることは可能です。この場合、二次申請時に様式 10：

最短修業年限超過者等に係る事由書の提出が必要です。学内の

委員会で承認されれば、他の申請者と同様に審査されます。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ41 免除結果はどのように発表

されるのか？ 

Ａ41 京都大学独自制度の免除結果は、結果通知期間に授業料免除等

申請システムへログインすると確認できます。郵送や手渡しで

の通知はありません。※高等教育の修学支援新制度（学部生の

み）の免除結果は、郵送にて通知します。授業料免除等申請シ

ステムには新制度の結果は反映されません。 

一般・独立・ 

留学生 

Ｑ42 前後期一括申請をしたが、

後期に何か手続は必要か？ 

Ａ42 前期に二次申請まで完了し、前期の申請内容と全く変更が無い

場合は手続不要です。但し、前期から変更があった場合は、後

期の一次申請（ＷＥＢ入力）期間に改めてログインし、家族・

家計状況等の修正・確定を行い、必ず二次申請（出願・書類提

出）をしてください。提出するのは「願書」と「変更内容に関

係する様式・証明書等」のみです。※出願のしおり P.9～参照 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ43 学業成績は免除結果にどの

ように影響するのか？ 

Ａ43 学業基準を満たしているかどうかを確認します。満たしていな

い場合は、免除結果は不許可となります。 

一般・独立・ 

留学生 

Ｑ44 私の所属学部の学業基準

は？ 

Ａ44 学業基準については、出願のしおり P.2・4 を確認してください。

なお、標準単位数は学部・研究科ごとに異なりますが、原則と

して公開されていません。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ45 結果通知期間内に結果をみ

ることができなかった。今

から確認できるか？ 

 

Ａ45 結果通知期間後は授業料免除等申請システムで確認することは

できません。また、電話での問い合わせにもお答えできません。

ただし、本人確認の上、対面で免除結果をお伝えすることは可

能ですので、ご希望の場合は学生証を持参のうえ、学生支援課

奨学掛の窓口までお越しください。 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ46 自分が「前後期一括申請」

をしたのか「前期」で申請

したか忘れてしまった。 

Ａ46 「授業料免除等申請システム」にアクセスして、「あなたの申

請状況」の「申請期」を確認してください。 

 

一 般 ・

独立・ 

留学生 

Ｑ47 授業料を滞納しているが、

授業料免除の申請はできるか？ 

Ａ47 授業料滞納者でも授業料免除に申請できます。 

但し、申請期間中に一次申請・二次申請を行う必要があります。

一 般 ・

独 立 ・

留学生 

２６ 



申請期 申　請

このスケジュールは大まかな流れを表したものです。各手続きの日程等詳細については京都大学ホームページや各部局の定める
期限を必ず確認してください。

Ⅺ．入学料免除（徴収猶予）・授業料免除申請　年間スケジュール

※１）学部（特色入試）および大学院新入生についてはこの時期に拠らず、学部（特色入試）は「学部の定める入学手続日」までとす
る。
         大学院新入生は、「研究科等の定める入学手続日」までとする。申請方法は、学部生は書類手続、大学院生はＷＥＢ手続となる。

※２）学部・大学院新入生については、入学手続時にＥＣＳ-ＩＤを入手してはじめて一次申請が可能となるため、事前申請（学部新入生
　　　は書類手続）・一次申請期間内にＥＣＳ-ＩＤを入手し申請すること。

※３）前期に「前後期一括申請」にて二次申請までの手続を終えた場合は、後期に一次申請・二次申請の手続は一切不要です。
　　　ただし、前期申請内容の修正がある場合は、後期手続期間に修正手続を行い、必ず一次申請・二次申請までを完了してください。
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Ⅻ．問い合わせ先                         

本しおりの内容に質問がある場合は、学務部学生支援課奨学掛の窓口へ来室するか、下記アドレ

スまでメールにて問い合わせてください。メールでの問い合わせの場合は、質問事項の他に「学生

番号・氏名・携帯電話番号等」を必ず記載してください（記載が無い場合は返答しません）。なお、

メールによる問い合わせの返答は、メールか電話にて行います。 

なお、所属学部・研究科等の教務担当窓口は、出願書類の提出のみ受け付けており、内容に関す

る問い合わせには応じませんので注意してください。 

 
 

 

 
 

Mail:840menjo＊mail2.adm.kyoto-u.ac.jp  
＊を＠に変更してください。 

TEL ： 075-753-2532（9:00～17:00 土日祝日を除く） 

 

 

個人情報の取扱いについて 

 １．個人情報については、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」及び「京
都大学における個人情報の保護に関する規程」に基づいて取り扱います。 

 ２．本出願に関する個人情報については、入学料・授業料の免除審査を行うために利用します。
また、学内の一元的な経済支援情報の管理業務に利用し、大学として適切な支援を行う目
的で、学内の他事業の審査及び管理業務に利用することがあります。 

 ３．上記の個人情報は、今後の免除制度を検討するため、統計資料を作成することに利用しま
す。作成に際しては個人が特定できないように処理します。 

 ４．情報管理業務・コンピュータ業務等を、個人情報の適切な取扱いに関する契約を締結した
上で、外部事業者に委託することがあります。 

 

2８ 

京都大学 学務部 

学生支援課 奨学掛 


